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横浜経済の概況

他都市比較からみた横浜経済の概要
市民総所得額は、約14兆9，900億円で東京に次いで全国第2位である。

市民総生産額は、市内総生産額を約2兆2，200億円上回っている。
このことは、市民が市外から得た所得の大きさをあらわしており、この
額は政令市では最も多い額である。
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市内総生産の規模を都道府県と比較すると、 10位静岡県と11位茨
城県の聞の規模に相当する。また、 OECD諸国と比較すると、 27位
ニュージーランドと28位スロヴァキアの聞の規模に相当する。
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家計の最終消費支出が約8~~4千億円と政令市では最も多い。

家計最終消費支出
(平成20年度)
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OECD諸国との比較都道府県との比較

市民の所得の大きさと、家計の消費力の大きさが、横浜経済の特
徴となっている。

横浜の事業所数・従業者数は、いずれも東京、大阪、名古屋に次
いで全圏第4位となっており、人口規模と比較すると順位は落ちるが
大きな規模である。



2 

|ω 市民税に占める法人市民税の割合 市民税総額と法人市民税の割合
(平成21年度)

個人市民税額が非常に大きいため、法人市民税の
比率は13.7%と、他都市に比べて低い割合となってい
る。

しかし、決算額は485億円と、政令市の中では大
阪、名古屋に次いで第3位であり、大きな額となって
いる。
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横浜の昼夜間人口比率は90.4、就従比率は82.3と、

いずれも100を下回っている。
これは昼間における市外への就業者の流出が、市

内への就業者の流入を上回っていることを示してお
り、川崎、千葉、さいたまなど首都圏の他の自治体と
同様に、東京の大きな吸引力の影響を受けている。

経年変化を見ると、近年は両比率とも下げ止まって
いる。

就業者の流出入状況

市民就業者1，736，859人 (A+B)

うち市内就業者

臨画面珊
市内従業者1，429，149人 (A+C)

B屯=307，710人〈流出超過〉

昼夜間人口比率
(昼間人口/夜間人口〉

就従比率
市内従業者数/市民就業者数

横浜 90.4 
東京 135. 1 
大阪 138.0 

名古屋 114.7 
川崎 87. 1 
千葉 97.2 

さいたま 91. 9 

横浜 82.3 

東京 166.9 

大阪 180.8 
名古屋 124.9 
川崎 79.4 
千葉 93.3 

さいたま 84.4 

推移(昭和30年~平成17年) 推移(昭和30年~平成17年)
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横浜の産業構造
平成3年から平成18年までの市内総生産額、事業所数及び従業者数の産業別構成比をみると、製造業などの第2次産業の割合が減少する一方、

サービス業などの第3次産業の割合が増加している。
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3 主な産業の現状

事業所数及び従業者数の推移をみると、ともに長期的に減少
傾向が続いている。
また、製造晶出荷額及び付加価値額については平成18年に
いったん持ち直したものの、平成21年は再び減少した。

製造晶出荷額等の業種別内訳をみると、輸送機械、情報機
器、はん用機械などの加工組立型産業が大きな割合を占めて
いる。
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事業所数と従業者数の推移
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圃製造品出荷額等圏付加価値額



岨~中小製造業技術実態調査から""-JI

4・経営上の強み

経営上の強みとして「短納期」を強みとする事業所が多いが、
優れた技術力のある事業所は「技術開発力」を強みとする事業
所が多い。

4・現在の経営上の課題

全事業所・{憂れた技術力のある事業所ともに、現在の経曽上の
l 課題は「盟内での受注の拡大J i人材育成」である。

4・今後‘鮮嘗雪上噛化しだいちの

全事業所・優れだ技術力のある事業所とちに「販売力(営
業)Jが1位となっており、優れ疋技術力のある事業所は「技
術開発力」ち高い割合を占めている。
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《経営上の強みの上位5位(3つ選択))) 

全事業所 構成比 優れた技術力のある事業所 構成比

短納期 38.4% 技術開発力 49.6% 

品質管理 31. 0% 品質管理 41.6% 

小ロット生産・試作 29.8% 小ロット生産、試作 41.1% 

加工精度 26.6号色 短納期 35.4% 

熟練工 17.7拍 加工精度 26. 7% 

《現在の経営上の課題上位5位 (3つ選択))) 

全事業所 構成比 優れた技術力のある事業所 構成比

圏内での受注の拡大 48.2% 圏内での受注の拡大 58.0~也|

人材育成 19.3% 人材育成 30.3% 

コストダウン 17.0% 新製品の開発 22.0% I 

生産設備の新設・更新 15.6% コストダウン 19.4% 

資金調達 15.5% 技術伝承 17.8% 

《今後、経営上強化したいもの上位5位(3つ選択))) 

全事業所 構成比 優れた技術力のある事業所 構成比

販売力(営業) 34.0% 販売力(営業) 50. 7~也

品質管理 31. 2% 技術開発力 46.9% 

生産効率 29.6~も 製品企画力 32.9% 

価格競争力 23.7% 価格競争力 32.9% 

技術開発力 19.9号も 品質管理 32.3% 

I ["<調査の実施状況> ー - iI 
• i 1 一次調査(調査票を郵送し、調査員が事業所を訪問し、調査票を回収)
I i期間平成22年9月14日から平成23年1月31日まで 1 
• I対象数 7，284事業所 /回答数 2，930事業所(実質回収率56.8%)

I !2二次調査(優れた技術を有する事業所に対し、専門調査員及び本市経済観光局職員によるヒアリングを実施)
剛!※二次調査対象企業の抽出方法:r優れた技術力を有する事業所』を選定するため、一次調査票にr(狭義の)技術力Jr技術革新力Jr経営力」を把握する質問を設け、その回答に基づき、優れた技術を有する企業を i 圃

I 1抽出。
. :期間平成22年9月14日から平成23年1月31日まで

l 空間[659事担/却:11:427亨業所(実施予削九)

5 
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I~掴臨幸ァーーーーーーーーー

卸売業については、商庖数、従業員数とも、平成11年以降、減少傾向

にある。
小売業については、商庖数は長期的に減少しているが、その一方で従
業者数は近年増加傾向にあることから、大庖舗化が進んでいることがう
かがえる。
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市民の身近な商庖衝については・.. 

商庖衝が抱えている悩みで最も多くあげられ疋のは「売上・来街蓄
の減少J (67.3%)で、続いて「経曽者の高齢化J (47.4%)、 「後
継者の不在J (34.9%)となった。
前回調査(平成18年度〉と比較すると、 「経営者の高齢化」、 「庖

舗の老朽化」について大きく増加している。

《商庖衝の悩みく上位6項目>(複数回答)>> 

80.0覧

70.0" t- 一一一一一一一 一一一一一一一一一一一

0.0" 

者売 齢経 在世 舗魅

のよ 化首 韓 の力

減 者 者 不あ がの の

少来 の の 足る 悪 パ 老

街 高 不 車 いラ 朽

庖 卸売業及び小売業の推移人

25000 
190000 

170000 

20000 

15000 
臨画卸売業商庖数

10000 
110000 

圃園小売業商庖数
90000 

一合一卸売業従業者数5000 
70000 

50000 
-0ー小売業従業者数。

S60 S63 H3 H6 H9 Hll H14 H16 H19 

l岡田田町ー甲田ーー開

市民からは皐近な買い物の揚であるとともに、地域の交流の揚としての
役割を期待されており、市民生活にとって大切な害在となっている。

(平成21年度「商庖街経曽実態調査」より掠粋〉

《これからの商盾街に期待することく上位5項目>(複数回答))) 

0目 10目 20目 30% 40% 50目 60目 70% 80% 

身近な買い物の場であってほしい

暮らしやすい街づくりを進める先導役となってほしい

子育てや高齢者の生活をサポー卜する場になってほしい

買い物が楽しくなる施設設錆を進めてほしい

イベントや行事など地域のにぎわいて削の中心となってほしい

圃21年度消費者購買行動意識調査N=1，398

19年度商庖街に対する消費者意識語査N=1，170

綱同・ー・四・ー・ー岡山・-.田岡山・_.-編曲刷ー園田臨問.- . -・-.ー・四則-. - . -岡田園-. - .四・ー.- .ー"



図書~首団主ヨ・・・・・・・・
事業所数、従業者数いず、れも不動産業及び医療・福祉分野のシェアが大きい。

第3次産業の構成比(事業所数) 第3次産業の構成比(従業者数)

0弛 10% 20出 30% 40% 50% 60帖 70% 80% 90% 100% 0弛 10% 20略 30帖 40% 50% 60% 70% 80% 90帖 100% 

ロ 情報通信業田 教育、学習支援業ロ 複合サービス業回 その他サービス業

平成8年から平成18年における事業所数及び従業者数の増減についてみると、医療・福祉分野は、著しく数が伸びている。

飲 底、宿泊撲

-5，000 -4，000 -3，000 

産業別事業所数増減
(平成8年→ 平成18年)

不動産業向
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-2，000 -1，000 。

情報通信業

圃圃圃・圃圃園圃園
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複合iサービス業

1，000 2，000 

匡 、福祉

3，000 

事業所

飲食 、宿泊'L

-20，000 -10，000 。
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産業別従業者数増減
(平成8年→平成18年)

'情報通信業

不動崖業 ; 

順願開則開眼圃・p歯菌幽
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;複合サケビス業l

10，000 20，000 30，000 40，000 

匡癒 福祉

その他サーピヰ業

50，000 60，000 70，000 

人

※事業所数、従業者数ともに民営のみ
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H9Jij・バイオ産業 I 

IT産業は、平成18年時点で、新横浜駅周辺に約300事業所、市域全体では約2，300事業所が立地している。
同年の横浜市のIT産業従業者数は、政令市では大阪市に次いで第2位(81，665人)となっており、

このうちハードウェア関連の従業者数が第1位(33，531人)となっている。

60 

ロコンテンツ

・ソリューシヨン

千人 IT産業従業者数政令指定都市比較
(平成18年)
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。
札仙さ千川横静名京大堺神広北福
幌台ぃ葉崎浜岡古都阪 戸 島 九 岡
た 屋 州
ま

※コンテンツ:放送、映画、ゲーム、アニメ製作など。
ソリューション:業務システムの開発、運用など。
ノ、ード、ウェア:電子部品製造、通信機械製造など。

バイオ関連企業は、平成23年1月末現在で横浜サイエンスフロンティア周辺に32

社が集積しており、市域全体では約160社が立地している。

4 上場企業本社数及び外資系企業の立地数
横浜市内の上場企業本社数は114社となっており、全国では東京、大阪、名古屋に次いで第4位となっている。
また、市内に立地する外資系企業数は185社と、東京に次ぎ、政令市では第1位となっている。
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経済雇用情勢、倒産の状況
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横浜の有効求人倍率の動向は、平成20年から1を割り込み、求職者数に
対する求人数が足りない状況となっていた。
平成22年に入り、平成21年より改善の傾向が見られるが、依然として厳し

い状態が続いている。
有効求人倍率及び完全失業率(平成5年~平成22年)
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市内企業倒産件数と負債金額
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平成22年の市内における倒産企業の件数は、
前年から71件減少し308件となった。
また負債金額は、前年から741億9，900万円減

少し、 693億7，500万円となった。
3，500 

3，000 

2，500 

2，000 

1，500 

1，000 
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市外からの所得流入の大きさ
と、人口の規模に起因する雇用
者所得や、家計における消費力
の大きさが、現在、横浜経済の
強みとなっている。

経済櫨環からみた生産、支出及び分配の関係概要(平成20年度〕

(単位:10億円}

iffi.出額(22，112)

市内総生産額が大きい! 市内総生産 (12，770) 中間消費(9，342)

。
パ
や
ハ
ハ
ハ

市内最終需婆(l3.461)

段府最終消費支出(!‘972)
『一一一一:;.'

財!I/I.所得(163)

移入極通[統計 kのヨド突合を含む)(690) 

民間最終消費支出惨事 580)
民間最終消費支出額が大きい!
(そのうち約98%が家計消費支出)

問定資本減係(2，790)

市民麗用者報酬 (8，727)
市民所得額が大きい!

(そのうち約75%が市民雇用者報酬) 生産量・輸入品;こ課される税ー補助金
(946-68出 877)

-用量集 | 

市民が市外から受け取った雇用者報酬や財産所得と、市外居住者に市内から支払われた雇用者報酬や財産所得との
差額。

雇用者が労働の対価として受け取る現金や現物給与のほか、雇主が雇用者福祉のために直接負担する社会保障関係
費なども含まれる。

金融資産、土地及び著作権・特許権などを他の経済主体に使用させたときに生じる所得。

企業会計上の営業利益に相当する営業余剰・混合所得に財産所得(企業部門)の受払いを加えたもの。

市内居住者である家計(個人企業は除く)の一定期間の財貨・サービスに対する新たな支出のことで中古品・スクラップ
の純販売額は控除される。

「平成20年度横浜市の市民経済計算』を参考に作成



E 統計データ

1他都市比較からみた横浜経済の概要

(1)対全国シェア(単位:%)

全国 横浜

①人口(平成22年12月)(人) 127，390，000 3，690，668 

②市内総生産(20年度)(百万円) 494，198，700 12，770，324 
③市民総生産(20年度)(百万円} 509，496，800 14，990，649 

④事業所数(民営)(18年) 5，722，559 107，557 

⑤従業者数(民営)(18年) 54，184，428 1，271，937 

⑥上場企業数(22年12月) 3，653 114 

⑦製造業事業所数(21年) 235，817 3，001 

従業者数(人) 7，735，789 103，383 

出荷額等(百万円) 265，259，031 3，288，715 

付加価値額(百万円) 66，654，866 913，692 
{従業者30人以上)

③卸売業事業所数(19年) 334，799 5，634 

従業者数人) 3，526，306 66，299 

販売額(百万円) 413，531，671 6，068，839 

⑨小売業事業所数(19年) 1，137，859 20，398 

従業者数(人) 7，579，363 182，313 

販売額(百万円) 134，705，448 3，719，410 

⑩飲食庖事業所数(18年) 724，559 14，264 

従業者数(人) 4，120，914 111，971 

⑪サービス業事業所数(16年) 2，125，809 42，566 

従業者数(人) 14.769.458 391.346 

注)東京都区部のデータのうち市内及び市民総生産は全都

シェア

2.9 

2.6 

2.9 

1.9 

2.3 

3.1 

1.3 

1.3 

1.2 

1.4 

1.7 

1.9 

1.5 

1.8 

2.4 

2.8 

2.0 

2.7 

2.0 

2.6 

注)⑦の各都市の「付加価値額Jについては従業者30人以上の事業所

順位 札幌 仙台 さいたま 千葉

2 1.5 0.8 1.0 0.8 

4 1.3 0.8 0.7 

2 1.3 0.8 0.8 

4 1.3 0.8 0.7 0.5 

4 1.4 0.9 0.8 0.6 

4 1.0 0.5 0.7 0.5 

4 0.4 0.2 0.5 0.2 

4 0.4 0.2 0.4 0.3 

5 0.2 0.2 0.3 0.4 

3 0.2 0.2 0.3 0.3 

6 1.7 1.4 0.8 0.5 

5 1.8 1.5 0.9 0.6 

8 1.6 1.7 0.8 0.6 

3 0.9 0.7 0.6 0.5 

3 1.5 0.9 0.9 0.7 

3 1.6 0.9 0.9 0.8 

4 1.5 0.8 0.7 0.5 

4 1.6 1.0 0.9 0.7 

4 1.4 0.8 0.6 0.5 

4 1.6 1.0 0.8 0.8 

東尽都 川崎 相模原 新潟 静岡 浜松 名古屋
区部

7.0 1.1 0.6 0.6 0.6 0.6 1.8 

18.2 1.1 2.8 

15.0 1.2 2.2 

9.6 0.7 0.7 2.2 

12.7 0.8 0.6 2.5 

47.4 0.8 0.2 0.4 0.5 0.5 3.9 

5.6 0.7 0.5 0.7 1.0 2.2 

2.5 0.7 0.5 0.6 1.0 1.4 

1.4 1.3 0.4 0.6 0.8 1.2 

1.2 1.1 0.4 0.7 1.0 1.0 

12.5 0.5 0.9 0.9 0.7 3.8 

21.2 0.6 0.8 0.7 0.6 4.7 

39.0 0.6 0.6 0.6 0.5 6.5 

6.8 0.7 0.7 0.7 0.6 1.7 

7.4 0.8 0.7 0.6 0.6 2.0 

9.9 0.9 0.7 0.6 0.7 2.4 

11.0 0.8 0.7 2.8 

13.9 1.0 0.6 3.0 

9.8 0.7 

14.1 0.9 

11 

京 都 大阪 堺 神戸 岡山 広島 北九州

1.2 2.1 0.7 1.2 0.6 0.9 0.8 

1.2 4.2 1.2 1.0 0.7 

1.2 2.8 1.2 1.0 0.7 

1.3 3.5 0.5 1.2 0.9 0.8 

1.3 3.9 0.5 1.2 1.0 0.8 

1.6 10.7 0.5 1.5 0.5 0.6 0.5 

1.2 3.1 0.7 0.8 0.4 0.6 0.5 

0.9 1.7 0.6 0.9 0.4 0.7 0.7 

0.8 1.4 1.0 1.1 0.3 0.7 0.7 

0.9 1.7 0.7 1.3 0.4 0.7 0.7 

1.7 6.5 0.5 1.4 1.4 0.8 

1.6 8.0 0.4 1.3 1.4 0.7 

0.9 10.3 0.2 1.0 1.5 0.5 

1.5 2.8 0.5 1.3 0.8 0.9 

1.5 2.6 0.6 1.3 0.9 0.9 

1.5 3.4 0.6 1.3 1.0 0.8 

1.7 4.3 0.6 1.7 1.1 0.9 

1.7 4.2 0.6 1.7 1.0 0.8 

1.4 3.6 1.4 0.9 0.8 

1.4 4.4 1.4 1.0 0.8 

(*) 統計データの年度により都市数が異なります。

平成15年4月~平成17年3月 14都市

平成17年4月~平成18年3月 15都市

平成18年4月~平成19年3月 16都市

平成19年4月~平成21年3月 18都市

福岡

1.2 

1.4 

1.2 

1.2 

1.4 

1.4 

0.4 

0.3 

0.2 

0.2 

2.2 

2.5 

2.9 

1.2 

1.3 

1.4 

1.4 

1.7 

1.3 

1.6 

平成21年4月~平成22年3月 19都市 i 
平成22年4月~ 20都市
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(2)経済指標

(単位:%、但し、④については倍率)

全国 横浜 札幌 仙台 さいたま 千葉
東京都

川崎 新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 岡山 広島 北九州 福岡
区部

① 昼夜間人口比率(平成17年) 100.0 90.4 100.9 107.7 91.9 97.2 135.1 87.1 103.8 114.7 108.4 138.0 101.8 102.6 102.8 113.4 
② 就従比率(平成17年) 100.0 82.3 101.9 112.1 84.4 93.3 166.9 19.4 105.3 124.9 111.4 180.8 102.0 103.1 104.9 123.1 

③ 市内市民総生産比率(20年度) 91.0 85.2 98.0 102.8 83.0 91.1 111.6 82.2 125.4 98.1 141.4 91.0 100.8 91.3 111.2 

④ 卸小売販売額比率(19年) 3.1 1.6 3.1 5.5 2.8 2.3 12.1 2.1 2.8 3.1 2.1 8.5 1.8 9.4 1.3 2.3 4.1 1.8 6.3 

⑤ 預貸率(21年末) 14.5 56.3 11.1 11.8 105.3 68.1 66.8 64.1 61.7 55.8 81.3 51.4 75.5 86.9 61.5 102.4 

⑥ 事業所数増減率(16ー18年) -0.1 0.3 2.3 5.1 21.2 0.6 2.0 -4.8 -0.2 -3.9 1.1 1.6 1.9 -3.7 一1.1
従業者数増減率(16-1日年) 4.1 7.3 3.1 6.7 23.6 3.1 6.2 2.6 1.0 3.8 2.7 5.4 6.1 1.3 3.6 

⑦ 市内総生産増加率(19-20年度) 4.2 一1.9 -1.8 -2.8 2.6 4.5 1.3 -3.8 -2.1 -2.5 2.2 -1.3 -3.3 1.5 

③ 第二次産業比率
事業所数(18年) 19.2 15.6 12.1 11.6 11.3 13.0 15.5 18.1 20.6 11.1 11.9 16.6 19.1 12.0 13.1 13.3 9.8 
従業者数(人)(18年) 26.0 18.9 14.0 13.4 18.6 16.3 15.6 24.9 26.6 19.2 20.2 19.1 28.3 11.6 18.9 22.8 11.6 
市内総生産(18年度) 30.3 19.8 11.9 15.9 18.1 14.2 33.3 11.1 23.6 14.1 24.1 16.4 28.9 9.4 

⑤ 第三次産業比率
事業所数(18年) 80.4 84.3 81.9 88.3 82.6 86.9 84.5 81.2 19.3 82.9 82.1 83.4 80.8 81.9 86.2 86.1 90.2 
従業者数(人)(18年) 13.5 81.0 85.9 86.5 81.3 83.5 84.4 15.0 13.3 80.8 19.8 80.9 11.1 82.3 80.9 11.2 88.3 
市内総生産(18年度) 69.1 80.2 2.1 84.1 81.9 85.8 66.1 88.3 16.4 85.9 0.0 15.9 83.6 11.1 84.0 

⑩ 年令別人口構成比(平成17年)
15才未満 13.1 13.5 12.4 13.1 14.5 13.8 10.6 13.1 13.4 13.4 14.4 13.2 12.0 12.0 14.1 13.1 14.1 13.3 13.4 
15-64歳 65.8 68.1 10.1 10.1 69.3 69.2 69.3 12.2 65.1 65.6 65.3 61.4 61.2 66.6 66.6 66.6 61.6 64.4 10.2 
65歳以上 20.1 16.9 11.3 15.8 15.9 16.5 18.5 14.6 20.4 21.0 19.9 18.4 19.9 20.1 18.6 20.0 16.9 22.2 15.2 

注) 1昼夜間人口比率:昼間人口/夜間人口 X100
2就従比率:市内従業者数/市民就業者数X100
3市内市民総生産比率:市内総生産/市民総生産XI00
4卸小売販売額比率:卸売業販売額/小売業販売額

(3)市内総生産(名目)の推移

5預貸率銀行貸出残高/銀行預金残高XI00
6総生産:名目、東京都区部は全都

出所:横浜市の市民経済計算

(4)事業所数及び従業者数の推移
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(5 ) 市民税における法人市民税の割合(平成21年度)

出所:各都市HPより決算額を抜粋

注)丸数字は、政令指定都市中での順位
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(6) -1昼夜間人口比率(平成17年)

常住人口(夜間人口) 流入人口 流出人口 流入超過 昼間人口 (D=A+(B-C)) 昼夜間人口比率(D/A牢100) ポイント増

平成12年 人口 平成12年 増加率 平成12年 減数

(A) (B) (C) (B-C) (%) H17-H12 

札幌 1，877，965 1，797，479 85，032 69，051 15，981 1，893，946 1，820，757 4.0 100.9 101.3 企 0.4

仙台 1，020，160 1，007，628 131，984 53，591 78，393 1，098，981 1，090，162 0.8 107.7 108.2 企 0.5

さいたま 1，172，677 1，022，305 214，707 309，746 -95，039 1，077，638 932，938 15.5 91.9 96.0 企 4.1

千葉 919，550 883，008 175，293 200，816 -25，523 894，027 858，702 4.1 97.2 97.2 0.0 

東京都区部 8，351，955 8，092，268 3，354，289 421，545 2，932，744 11，284，699 11，125，135 1.4 135.1 137.5 企 2.4

川崎 1，326，152 1，249，029 229，432 401，148 -171，716 1，154，436 1，097，090 5.2 87.1 87.8 企 0.7

横浜 3，545，447 3，414，860 399，345 739，648 -340，303 3，205，144 3，091，166 3.7 ⑭ 90.4 ⑬ 90.5 企 0.1

静岡 700，575 54，675 28，040 26，635 727，210 103.8 

名古屋 2，193，973 2，148，949 516，793 194，570 322，223 2，516，196 2，514，549 0.1 114.7 117.0 企 2.3

京都 1，460，688 1，454，368 240，589 118，297 122，292 1，582，980 1，584，626 -0.1 108.4 109.0 企 0.6

大阪 2，594，686 2，598，774 1，239，051 252，062 986，989 3，581，675 3，664，414 -2.3 138.0 141.1 .3.1 

神戸 1，520，551 1，492，143 207，498 180，078 27，420 1，547，971 1，536，716 0.7 101.8 103.0 企1.2

広島 1，144，498 1，124，765 94，329 64，426 29，903 1，174，401 1，163，405 0.9 102.6 103.4 企 0.8

北九州 992，654 1，010，127 78，115 50，322 27，793 1，020，447 1，044，966 -2.3 102.8 103.4 企 0.6

福岡 1，384，925 1，336，662 262，548 76，289 186，259 1，571，184 1，531，174 2.6 113.4 114.6 企1.2

(6) -2昼夜間人口比率(昭和30年~平成17年)

出所:国勢調査従業地・通学地集計結果

注)丸数字は、 15大都市中の順位(平成12年は14大都市)



(7) -1 就従比率(平成 17年)

就従比率※

市内従業者数 市民就業者数 流入人口 流出人口 流入超過人口 平成17年 平成12年 増減

(B) (C) (B-C) (ホ。イント)

札幌 856，318 840，632 71，621 55，935 15，686 101. 9 102.6 -0. 7 

仙台 522，328 463，466 106， 132 47，270 58，862 112.7 113.2 -0.5 

さいたま 486，389 576，575 181，516 271， 702 -90， 186 84.4 82.9 1.5 

千葉 403，035 431， 779 149，332 178，076 -28，744 93. 3 93.8 -0.5 

東京都区部 6，693，665 4，011，554 3，017，032 334，921 2，682， 111 166.9 164.8 2.1 

川崎 553，398 697，009 208，932 352，543 -143，611 79.4 81. 1 -1. 7 

横浜 1，429，149 1，736，859 345，411 653， 121 -307，710 ⑩ 82. 3 ⑮ 82.8 一0.5

静岡 380，079 360，812 44，374 25， 107 19，267 105.3 

名古屋 1，361，680 1，090，380 441，670 170，370 271，300 124.9 128.4 -3.5 

京都 766，630 688，268 180， 582 102，220 78，362 111.4 112.4 -1. 0 

大阪 2，097，218 1，159，848 1， 143， 792 206，422 937，370 180.8 182.9 -2. 1 

神戸 680，643 667，301 170，378 157，036 13，342 102.0 104.3 2.3 

広島 584，609 563， 701 78，884 57，976 20，908 103. 7 105.0 -1. 3 

北九州 458，212 436，842 65，365 43，995 21，370 104.9 106.0 1.1 

福岡 798， 752 648，832 216，534 66，614 149，920 123. 1 124.6 -1. 5 

(7) ー 2 就従比率(昭和30年~平成17年)

出所:国勢調査従業地・通学地集計結果
※ 就従比率=市内従業者数/市民就業者数X100

注) 丸数字は、 15大都市中の順位(平成12年は14大都市)
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(8 ) 就業者の流出入状況(横浜市:平成17年)

①市民就業者 1， 736， 859人

②うち市外へ流出 (a+c句) 653， 121人

③うち市内で従業 1， 083， 738人

⑦流出超過(②一⑤)

県 内

就従比率

一一

市内従業者
市民就業者

1.429. 149人 (1.407.778) 
1.736，859人 (1，699，750)

注) ()内は平成12年の数値

(1， 699， 750) ④市内従業者 1， 429， 149人 (1，407，778) 

(638， 175) ⑤うち市外から流入(b+d+f)345， 411人 (346，203) 

(1， 061， 575) ⑥うち市民就業者 1， 083， 738人 (1，061，575) 

307，710 (291，972) 

東京ー都

x 1 0 0 

x 100 =82.3 (82. 8) 



2横浜の産業構造

(1) -1 産業別市内総生産額(平成19年度)

(1) -2 産業別構成比

※ 第 1次産業の構成比は、各都市ともO.L%以下となっている。

出所:横浜市の市民経済計算
注)表は、国民経済計算体系 (93SNA)に基づく「県民経済計算標準方式J (内閣府編)によって推計したものである。
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(2) 産業別事業所数(民営)

平成13年 平成18年
対前回(13年)比較

事業所数 構成比 事業所数 構成比 増減数 増減率

第一次産業 85 0.1% 82 0.1% 一3 -3.5% 

農林漁業 85 0.1% 82 0.1% 3 -3.5% 

第二次産業 19，088 16.7% 16，820 15.6% -2，268 -11.9% 

鉱業 3 0.0% l 0.0% 2 -66.7% 

建設業 10，482 9.1% 9，402 8.7% -1，080 -10.3% 

製造業 8，603 7.5% 7，417 6.9% -1，186 -13.8% 

第二次産業 95，390 83.3% 90，655 84.3% -4，735 -5.0% 

電気・ガス・熱供給・水道業 49 0.0% 37 0.0% 12 -24.5% 

情報通信業 1，382 1.2% 1，352 1.3% -30 -2.2% 

運輸業 3，257 2.8% 2，897 2.7% -360 -11.1% 

卸売・小売業 31，755 27.7% 28，455 26.5% -3，300 -10.4% 

金融・保険業 1，661 1.4% 1，366 1.3% -295 -17.8% 

不動産業 9，139 8.0% 8，663 8.1% -476 5.2% 

飲食庖、宿泊業 16，721 14.6% 14，781 13.7% -1，940 -11.6% 

医療、福祉 6，162 5.4% 7，798 7.3% 1，636 26.5% 

教育、学習支援業 4，056 3.5% 4，000 3.7% -56 -1.4% 

複合サービス業 281 0.2% 519 0.5% 238 84.7% 

サービス業(他に分類されないもの) 20，927 18.3% 20，787 19.3% -140 -0.7% 

l口k 計 114，563 100.0% 107，557 100.側 -7，006 -6.1% 

出所:横浜市の事業所



(3) 産業別従業者数(民営)

平成13年 平成18年
対前回(13年)比較

従業者数 構成比 従業者数 構成比 増減数 増減率

第一次産業 726 0.1% 860 0.1% 134 18.5% 

農林水産業 726 0.1% 860 0.1% 134 18.5% 

第二次産業 281，383 22.6% 240，969 18.9% -40，414 -14.4% 

鉱業 15 0.0% 4 0.0% -11 73.3% 

建設業 108，926 8.7% 91，466 7.2% -17，460 -16.0% 

製造業 172，442 13.8% 149，499 11.8% -22，943 -13.3% 

第二次産業 964，605 77.4% 1，030，108 81.0% 65，503 6.8% 

電気・ガス・熱供給・水道業 4，258 0.3% 2，974 0.2% -1，284 -30.2% 

情報通信業 54，882 4.4% 49，985 3.9% -4，897 -8.9% 

運輸業 78，902 6.3% 76，322 6.0% 2，580 3.3% 

卸売・小売業 299，131 24.0% 286，778 22.5% -12，353 -4.1% 

金融・保険業 31，724 2.5% 28，756 2.3% -2，968 -9.4% 

不動産業 32，448 2.6% 35，449 2.8% 3，001 9.2% 

飲食庖、宿泊業 128，048 10.3% 121，444 9.5% -6，604 -5.2% 

医療、福祉 85，110 6.8% 125，998 9.9% 40，888 48.0% 

教育、学習支援業 47，089 3.8% 55，098 4.3% 8，009 17.0% 

複合サービス業 2，793 0.2% 11，871 0.9% 9，078 325.0% 

サービス業(他に分類されないもの) 200，220 16.1% 235，433 18.5% 35，213 17.6% 

メ口h、 計 1，246，714 100.0% 1，271，937 100.0% 25，223 2.0% 

出所:横浜市の事業所
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3 主な産業の現状

( 1 ) 製造業の推移

区分 事業所数 従業寸ヨ""

総数 増加率 総数
(対前年)

平成3年 6，171 1.1 190，704 

平成6年 5，255 -9.3 165，355 

平成9年 4，688 -4.6 150，737 

平成12年 4，639 1.3 135，667 

平成15年 3，842 2.5 116，617 

平成18年 3，274 -8.6 109，102 

平成21年 3，001 -14.6 103，383 

出所:横浜市の工業(従業員4人以上の事業所)

(2) 製造業の産業別状況

増加率
(対前年)

-0.9 

-5.7 

2.3 

3.0 

-0.8 

0.8 

-7.6 

製造品出荷額等
総数 増加率

(対前年)

6，550，787 3.8 

5，371，020 -6.7 

5，841，668 5.8 

5，302，445 7.1 

4，103，076 1.9 

4，889，141 10.7 

3，288，715 -15.7 

平成21年12月

産業中分類
事業所数 従業者数(人) 製造品出荷額等(百万円)

基礎素材型 1，026 34.2% 24，854 24.0% 841，362 25.6% 

加工組立型 1，289 43.0% 54，621 52.8% 1，684，714 51.2% 
はん用機械 158 5.3% 7，604 7.4% 384，477 11.7% 
電気機械 239 8.0% 7，564 7.3% 94，383 2.9% 
情報機器 94 3.1% 3，765 3.6% 399，897 12.2% 
電子部品 106 3.5% 2，791 2.7% 39，234 1.2% 
輸送機械 195 6.5% 5，406 5.2% 519，282 15.8% 
生産用機械 381 12.7九 12，544 12.1% 173，381 5.3% 
業務用機械 116 3.9% 14，947 14.5% 74，060 2.3% 

生活関連型 686 22.9% 23，908 23.1% 762，639 23.2% 

合計 3，001 100% 103，383 100% 3，288，715 100% 

注)( )内は構成比(%)
出所:工業統計調査(従業員4人以上の事業所)
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付加価値額
総数 増加率

(対前年)

2，564，722 5.4 

2，099，367 -4.6 

2，249，164 5.9 

1，974，549 11.0 

1，328，851 -0.9 

1，538，718 8.8 

1，112，173 -17.9 

付加価値額(百万円)

271，774 24.4% 

581，384 52.3% 
103，378 9.3% 
39，871 3.6% 
166，139 14.9% 
20，605 1.9% 

161，703 14.5% 
54，147 4.9% 
35，541 3.2% 

259，016 23.3% 

1，112，173 100% 

1事業所あたりの付加価値額

総額

416 

399 

480 

426 

346 

470 

371 

増加率
(対前年)

6.6 

5.2 

10.9 

9.7 

-3.4 

19.1 

-3.9 

(3) 製造業の大都市比較(平成21年12月)

ロロ口

事業所数 従業者数 出荷額等 付加価値額
(人) (百万円) (百万円)
27，818 478，380 183，033 
17，825 498，167 144，410 
28，324 728，986 293，238 
21，154 1，074，896 246，103 
191，928 3，709，713 1，559，561 
53.182 3.473.585 853.437 

， ， ， ， 
1，690 47，007 1，542，663 556，871 
2，445 77，661 2，098，101 775，356 
5，169 110，492 3，167，885 970，265 
2，890 66，554 2，105，712 766，197 
7，340 132，987 3，747，543 1，625，728 
1，644 49，947 2，645，259 616，325 
2，000 71，494 2，858，450 1，021，886 
899 29，040 881，740 308，646 

1，373 50，603 1，868，262 539，084 
1，166 52，362 1，957，232 590，007 
Y48 21，7YO 551，660 170，2Y7 

出所:工業統計調査(従業員4人以上の事業所)
注)丸数字は、 19大都市の中の順位



(4)卸売業・小売業の推移

昭和田年 平成3年 平成6年 平成9年 平成11年 平成14年
実数

商庖数 34，566 
卸売業 6，932 

小売業 27，634 

従業者数 219，239 

卸売業 72，086 

小売業 147， 153 

年間販売額 94，836 

卸売業 64，911 

小売業 29，925 

売場面積
(小売業のみ 1，955，276 

出所:横浜市の商業

(5)大型庖の推移

大型

庖舗数

昭和63年 269 

平成3年 324 

平成6年 328 

平成9年 393 

平成11年 265 

平成14年 315 

平成16年 310 

平成19年 353 

出所:横浜市の商業

実数 実数

34，296 32，364 
7，431 7，016 
26，865 25，348 
224，987 245，053 

79，080 79，683 

145，907 165，370 

126，404 113，914 

89，323 76，801 

37，081 37， 113 

2，111，933 2，289，688 

商庖数(盾)

実数 シェア

2，760 10.0 

2，885 10.7 

3，038 12.0 

3，225 13.2 

2，765 11.2 

3，141 13.7 

3，094 14.1 

3，601 17.7 

注)シェア;横浜市内の小売業全体に対するシェア。

増加率 実数 増加率 実数 増加率 実数 増加率

-5.6覧 31， 167 一3.7見 31，803 2.0弘 29，419 -7.5覧

-5.6覧 6，694 -4.6九 7，174 7.2覧 6，560 -8.6対

-5.6話 24，473 -3. 5話 24，629 0.6覧 22，859 -7.2偽

8.9% 238，774 -2.6九 272， 147 14.0掲 256， 785 -5.6免

0.8% 73，856 -7.3% 81，338 10.1見 71，394 -12.2免
13.3覧 164，918 -0.3% 190，809 15. 7見 185，391 -2.8覧

-9.9弘 114，559 0.6見 115，024 0.4% 96，774 -15.9話

-14.0覧 77，071 0.4見 75，880 -1. 5見 60，593 -20. 1見
o. 1覧 37，488 1. 0% 39， 144 4.4見 36， 181 -7.6覧

8.4'九2，448，638 6. 9見2，658，995 8.6見2，756，641 3. 7% 

従業者数(人) 商品販売額(億円) 売場面積(rti)

実数 シェア 実数 シェア 実数 シェア

36，837 25.0 11，909 39.8 972，349 49.7 

36，566 25.1 14，989 40.4 1，031，556 48.8 

47，144 28.5 15，473 41.7 1，163，127 50.8 

49，432 30.0 16，905 45.1 1，379，674 56.3 

49，979 26.2 16，064 41.0 1，353，486 50.9 

57，999 31.3 16，392 45.3 1，604，214 58.2 

56，956 31.2 16，153 44.6 1，649，409 58.7 

63，710 34.9 17，327 46.6 1，774，699 61.6 

注)大型庖とは、大庖立地法による庖舗面積1，OOorri以上をいう。平成9年の数値までは、 1日大居法によるl苫舗面積500rri以上の庖舗。
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(単位;底、人、億円、 rrO

平成16年 平成19年
実数 増加率 実数 増加率

28，527 -10.3九 26，032 -11. 5覧

6，523 -9. 1九 5，634 -14.1覧

22，004 -10.7覧 20，398 一10.8覧

253，026 -7.0見 248，612 -3.2覧

70，480 -13.3% 66，299 一7.1% 

182，546 -4.3覧 182，313 -1. 7% 

93， 105 -19.1% 97，882 1. 1% 

56，889 -25.0% 60，688 0.2見

36，216 -7.5覧 37， 194 2.8覧

2，809，693 5. 7% 2，881，304 4.5弘
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(6) 卸売業・小売業の大都市比較(平成19年)

卸 売 業 7で長E三宮 業

商庖数 従業者数 年間販売額 卸/小売比率 商庖数 従業者数

(庖) (人) (百万円) (庖) (人)
ノ1九ニ 国 334，799 3，526，306 413，531，671 3.07 1，137，859 7，579，363 

18大都市計 133，028 1，817，784 295，317，648 6.81 280，434 2，097，186 

本L 幌 5，551 63，482 6，666，363 3.12 10，772 111，543 

仙 」ロ」、 4，745 53，363 6，923，012 5.46 8，012 71，362 

さいたま 2，576 30，926 3，473，202 2.75 7，028 65，076 

千 葉 1，692 22，140 2，600，386 2.32 5，476 55，834 

東京都区部 41，921 747，804 161，215，209 12.10 77，302 561，786 
) 11 崎 1，629 22，203 2，474，770 2.12 7，476 63，117 

横 浜 @ 5，634 @ 66，299 @ 6，068，839 Q7) 1. 63 也) 20，398 @ 182，313 

新 潟 2，905 29，212 2，631，003 2.80 7，854 52，095 

静 岡 2，926 26，129 2，531，108 3.14 7，571 45，665 

1兵 松 2，374 21，287 1，966，792 2.10 7，081 48，385 

名古屋 12，853 167，439 27，065，625 8.48 19，759 153，086 

京 都 5，726 57，590 3，555，281 1.77 16，834 110，389 

大 阪 21，675 283，346 42，752，623 9.40 31，521 197，855 

堺 1，512 14，708 1，000，507 1.28 5，767 44，289 

キ申 戸 4，625 46，600 4，065，394 2.26 14，607 99，619 

広 島 4，746 50，815 6，343，512 4.69 9，126 70，170 

北九州| 2，652 25，668 1，978，663 1.81 10，696 65，793 

福 岡 7，286 88，773 12，005，359 6.29 13，154 98，809 

出所:平成19年商業統計調査
注)丸数字は、 18大都市中の順位
注)トンプソン指標;当該都市人口一人当たりの年間販売額/全国の人口一人当たりの年間販売額

(一般にこの値が大きいほど、その都市の小売業は周辺地域からの顧客吸引力が強いといわれている)
人口は平成19年12月1日現在を基準にトンプソン指標を計算

年間販売額

(百万円)

134，705，448 

43，361，519 

2，133，509 

1，268，154 

1，260，944 

1，120，709 

13，323，804 

1，165，892 

@3， 719， 410 

940，963 

807，190 

937，653 

3，191，700 

2，013，745 

4，547，883 

782，813 

1，796，402 

1，353，169 

1，090，390 

1，907，189 

トンプソン

指標

1.00 

1.23 

1.07 

1.17 

0.99 

1.12 

1.46 

0.79 

0.97 

1.101 

0.94 

0.40 

1.35 

1.30 

1.63 

0.89 

1.11 

1.10 

1.05 

1.26 



(7) 産業別事業所数比較 (8) 産業別従業者数比較

事業所数 全国 横浜市 従業者数 全国 横浜市

第3次産業 4，602，739 100.0% 90，655 100.0% 第3次産業 39，848，024 100.0% 1，030，108 100.0% 

電気・ガス・熱供給・水道業 3，049 0.1% 37 0.0% 電気・ガス・熱供給・水道業 180，740 0.5% 2，974 0.3% 

情報通信業 59，316 1.3% 1，352 1.5% 情報通信業 1，592，105 4.0% 49，985 4.9% 

運輸業 129，627 2.8% 2，897 3.2% 運輸業 2，870，611 7.2% 76，322 7.4% 

卸売・小売業 1，601，548 34.8% 28，455 31.4% 卸売・小売業 12，366，590 31.0% 286，778 27.8% 

金融・保険業 83，985 1.8% 1，366 1.5% 金融・保険業 1，428，448 3.6% 28，756 2.8% 

不動産業 318，537 6.9% 8，663 9.6% 不動産業 1，010，022 2.5% 35，449 3.4% 

飲食府、宿泊業 786，167 17.1% 14，781 16.3% 飲食庖、宿泊業 4，868，840 12.2% 121，444 11.8% 

医療、福祉 311，148 6.8% 7，798 8.6% 医療、福祉 4，822，434 12.1% 125，998 12.2% 

教育、学習支援業 170，121 3.7% 4，000 4.4% 教育、学習支援業 1，589，371 4.0% 55，098 5.3% 

複合サービス業 48，997 1.1% 519 0.6% 複合サービス業 706，523 1.8% 11，871 1.2% 
サービス業(他に分類されないもの) 1，090，244 23.7% 20，787 22.9% サービス業(他に分類されなb吋3の) 8，412，340 21.1% 235，433 22.9% 

(9) 産業別事業所数増減変化(横浜市) (10) 産業別従業者数増減変化(横浜市)

事業所数 平成8年 平成18年 増減 従業者数 平成8年 平成18年 増減

第3次産業 101，180 90，655 企 10，525 第3次産業 954，176 1，030，108 75，932 

電気・ガス・熱供給・水道業 39 37 企 2 電気・ガス・熱供給・水道業 4，451 2，974 ... 1，477 

情報通信業 957 1，352 395 情報通信業 46，073 49，985 3，912 

運輸業 3，722 2，897 企 825 運輸業 87，398 76，322 企 11.076

卸売・小売業 35，423 28，455 企 6，968 卸売・小売業 309，162 286，778 企 22，384

金融・保険業 1，934 1，366 企 568 金融・保険業 40，730 28，756 ... 11.974 

不動産業 9，936 8，663 企 1，273 不動産業 34，046 35，449 1，403 

飲食居、宿泊業 18，508 14，781 企 3，727 飲食庖、宿泊業 129，676 121，444 企 8，232

医療、福祉 5，162 7，798 2，636 医療、福祉 63，481 125，998 62，517 

教育、学習支援業 3，759 4，000 241 教育、学習支援業 42，683 55，098 12，415 

複合サービス業 283 519 236 複合サービス業 3，269 11，871 8.602 

サービス業(他に分類されないもの) 21，457 20，787 企 670 サービス業(他に分類されないもの) 193，207 235，433 42，226 

出所:事業所・企業統計調査(総務省)
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(11) 1 T産業従業者数大都市比較(平成18年)

札幌 仙台 さいたま 千葉

ハードウヱア 904 3，650 7，917 2， 168 
一一一ーーーー』ーー

ソリューション 17，964 10，259 6， 564 7， 713 
コンテンツ 8，412 4，916 3， 190 2，629 
l口b、

計 27，28018，825 17，671 12，510 

出所.事業所・企業統計調査(総務省)
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東京都区部 川崎 横浜 静岡 名古屋

103，965 24， 782 33，531 3，834 11，709 
幽一』一一『ー聞一-一ー

421，515 26，642 42，583 3，224 34，665 

267， 115 2， 225 5，551 2，976 17，152 

792，595 53，649 81，665 10，034 63， 526 

※ハードウェア.電子部品製造、通信機械製造など。

ソリューション:業務システムの開発、運用など。

コンテンツ.放送、映画、ゲーム、アニメ製作など。

(単位・人)

京都 大阪 堺 神戸 広島 北九州 福閥

16，573 22， 139 5，521 7，537 1，032 4，928 5，219 

7，003 73， 168 849 9，094 9，276 4，400 24， 785 

5，873 40，618 560 3， 763 5， 657 2，641 11，645 

29，449 135，925 6，930 20，394 15，965 11，969 41，649 



4 上場企業本社数及び外資系企業の立地数

(1) 上場企業本社数

東証ほか(※)上場企業 ジャスダック上場企業

平成20年 平成21年 平成22年 平成20年 平成21年

企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比

全国 2，560 100.0% 2，860 100.0% 2，663 100.0% 919 104.1% 883 100.0% 

18大都市計 1，955 68.4% 2，219 83.3% 1，860 69.8% 652 73.8% 630 63.6% 

札幌 30 1.0% 32 1.2% 24 0.9% 12 1.4% 8 0.8% 

仙台 12 0.4% 13 0.5% 10 0.4% 6 0.7% 6 0.6% 

さいたま 14 0.5% 16 0.6% 13 0.5% 10 1.1% 10 1.0% 

千葉 14 0.5% 15 0.6% 13 0.5% 7 0.8% 7 0.7% 

東京都区部 1，146 40.1弘 1，357 51.0% 1，081 40.6% 438 49.6% 423 42.7% 

川崎 19 0.7% 21 0.8% 20 0.8% 10 1.1% 10 1.0% 

横浜 ④ 70 2.4% ④ 76 2.9% ④ 64 2.4% ③ 40 4.5% ③ 38 3.8% 

相模原 5 0.2%ー ー

新潟 12 0.4九 12 0.5% 12 0.5% 4 0.5覧 4 0.4% 

静岡 10 0.3九 10 0.4% 10 0.4% 10 1. 1% 9 0.9% 

浜松 14 0.5九 14 0.5% 14 0.5% 4 0.5切 4 0.4% 

名古屋 103 3.6% 107 4.0% 98 3.7% 38 4.3% 38 3.8% 

京都 48 1.7% 50 1.9% 45 1.7% 7 0.8% 6 0.6% 

大阪 327 11.4% 358 13.4% 314 11.8% 45 5.1% 44 4.4% 

堺 16 0.6% 15 0.6% 15 0.6% 2 0.2% 2 0.2% 

神戸 49 1.7% 49 1.8% 47 1.8% 5 0.6% 5 0.5% 

岡山 11 0.4% 

広島 14 0.5% 16 0.6% 14 0.5% 5 0.6% 5 0.5% 

北九州 14 0.5% 14 0.5% 14 0.5% 5 0.6% 4 0.4% 

福岡 43 1.5% 44 1.7% 36 1.4% 7 0.8% 7 0.7% 

上記以外 605 21.2% 641 24.1% 803 30.2% 264 29.9% 253 25.6% 

※平成22年12月現在で横浜市内に本社のある上場企業数
→総計114社(東証1・2部:64社、ジャスダック:39社、マザーズ:10社、セントレックス:1社)

出所:東洋経済「会社四季報」

(2) 外資系企業立地数(平成22年)

横浜
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平成22年

企業数 構成比

990 100.0% 

742 74.9% 

7 0.7% 
6 0.6% 

10 1.0% 

5 0.5% 

502 50.7% 

8 0.8% 

③ 39 3.9% 

0.1% 

4 0.4% 

7 0.7% 

4 0.4% 

39 3.9% 

11 1.1% 

67 6.8% 

3 0.3% 

5 0.5% 

7 0.7% 

5 0.5% 

4 0.4% 

8 0.8% 

248 25.1% 
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5経済雇用情勢

(1) 自社業況判断(良い%-悪い%)

出所:横浜市経済局経済企画課

(2) 資金繰り判断(改善%一悪化%)

出所:横浜市経済局経済企画課



(3) 有効求人倍率(年内平均値)の推移

(4) 全国完全失業率(年内平均値)の推移

(5) 最近の雇用情勢

失元業宝率 有効求人倍率

全国 神奈川県 全国 団里奈川県 横浜市

|平成 192 3. 9 3.8 1. 04 0.95 1.09 
20 4. 0 3. 7 o. 88 0.83 0.97 
21年 5.1 5.0 0.47 0.43 0.52 

22 年 21 月月 5.1 0.46 0.37 0.49 
5.0 4.9 0.47 o. 39 0.51 

3 月 5. 1 0.48 0.40 0.51 
4 月 5. 1 0.48 0.41 0.46 
5 月 5. 1 5.2 o. 50 0.41 0.44 
6 月 5. 2 o. 52 0.42 o. 45 
7 月 5. 1 o. 53 0.41 0.45 
8 月 5.0 4.8 o. 54 0.42 0.46 
9 月 5.0 o. 55 o. 42 0.50 
10月 5. 1 O. 56 O. 43 0.50 
11月 5. 1 4. 6 O. 57 O. 43 0.52 
12月 4.9 O. 58 0.43 0.52 

23年 1 月 4.9 0.61 O. 44 O. 54 
2 月 4.6 0.62 O. 46 0.58 
3 月 4.6 0.63 O. 47 0.58 

(6) 倒産件数と負債金額の推移
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